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  宝塚市役所宝塚市役所宝塚市役所宝塚市役所    市民税課市民税課市民税課市民税課    

    

個人所得個人所得個人所得個人所得にににに係係係係るるるる    主主主主なななな税制改正税制改正税制改正税制改正のののの概要概要概要概要    

平成平成平成平成２５２５２５２５年度年度年度年度（（（（24242424 年分年分年分年分））））以降以降以降以降のののの適用分適用分適用分適用分    

 

生命保険料控除制度改正生命保険料控除制度改正生命保険料控除制度改正生命保険料控除制度改正についてについてについてについて 

現行の生命保険料控除は、「一般の生命保険料控除」及び「個人年金保険料控除」の 2 種類に分け

られており、それぞれ適用限度額が３５,０００円ずつ（合計適用限度額は７０,０００円）となっていますが、

平成 25 年度（平成 24 年 1 月 1 日以後締結分の生命保険契約等から適用）より「一般の生命保険料控

除」および「個人年金保険料控除」に併せて「介護医療保険料控除」（介護保障または医療保障を内容

とする主契約または特約に係る支払保険料等についての控除）の 3 種類に分けられます。適用限度額

はそれぞれ２８,０００円で合計適用限度額は７０,０００円になります。その概要を下記のとおりご案内い

たします。 

 

1.1.1.1.介護医療保険料控除介護医療保険料控除介護医療保険料控除介護医療保険料控除のののの創設創設創設創設 

生命保険料控除制度については、平成 24 年 1 月 1 日以降始期契約等より、従来の「一般生命保険

料控除」「個人年金保険料控除」に加え、新たに「介護医療保険料控除」が創設されました。 

 

【新契約】

【旧契約】

　＊この改正は平成２５年度分以後の住民税に適用されます。

新契約と旧契約の

両方について控除の

適用を受ける場合は

２８,０００円限界

新契約と旧契約の

両方について控除の

適用を受ける場合は

２８,０００円限界

一般生命保険料控除

　（遺族、介護、医療保障等）

個人年金保険料控除

　（老後保障）

個人年金保険料控除

　（老後保障）

適用限度額７０,０００円

生命保険料控除の改組イメージ図

一般生命保険料控除

　（遺族保障等）

介護医療保険料控除

　（介護保障、医療保障）

 

 
 



2.新制度新制度新制度新制度のののの適用控除額適用控除額適用控除額適用控除額  

新制度における住民税の控除額は以下のとおりです。    

住民税の生命保険料控除

控除対象保険料 控除額（年間） 控除対象保険料 控除額（年間）

１５，０００円以下 保険料の全額 １２，０００円以下 保険料の全額

１５，０００円超４０，０００円以下 保険料の１/２＋７，５００円 １２，０００円超３２，０００円以下 保険料の１/２＋６,０００円

４０，０００円超７０，０００円以下 保険料の１/４＋１７，５００円 ３２，０００円超５６，０００円以下 保険料の１/４＋１４，０００円

７０，０００円超 一律 ３５，０００円 ５６，０００円超 一律 ２８，０００円

※一般・年金あわせて控除限度額７０，０００円 ※一般・介護医療・年金あわせて控除限度額７０，０００円

旧制度（一般・年金それぞれに適用） 新制度（一般・介護医療・年金それぞれに適用）

 
 
3.新契約新契約新契約新契約とととと旧契約旧契約旧契約旧契約のののの双方双方双方双方についてについてについてについて保険料控除保険料控除保険料控除保険料控除のののの適用適用適用適用をををを受受受受けるけるけるける場合場合場合場合のののの控除額控除額控除額控除額のののの計算計算計算計算 

新契約と旧契約の双方の支払保険料について一般の生命保険料控除または個人年金保険料控除

の適用を受ける場合には、一般の生命保険料控除または個人年金保険料控除の控除額は、それ

ぞれ次の 1 および 2 の金額の合計額（上限 28,000 円）になります。 

1. 新契約の支払保険料については、上記（右表）により計算した金額  

2. 旧契約の支払保険料については、上記（左表）（従前の計算式）により計算した金額。 

なお、全体の控除限度額は住民税 70,000 円となります。  

この時注意したいのが、同種の保険料控除内で合算して適用する場合、上限額が新制度に合わせ

て適用される事です。 

つまり、旧制度でそのまま適用すれば 35,000 円の控除が受けられるのに、新制度と旧制度を適用し

た場合は上限が 28,000 円に下がってしまうわけです。 

この辺り分かりにくい点ですから具体的に計算してみましょう。 

 

＜住民税保険料控除額試算＞※控除額は上記試算表使用    

旧制度旧制度旧制度旧制度のののの契約契約契約契約：：：：終身保険終身保険終身保険終身保険（（（（一般生命保険料一般生命保険料一般生命保険料一般生命保険料））））    年間保険料年間保険料年間保険料年間保険料 60,00060,00060,00060,000 円円円円    

新制度新制度新制度新制度のののの契約契約契約契約：：：：定期保険定期保険定期保険定期保険（（（（一般生命保険料一般生命保険料一般生命保険料一般生命保険料））））    年間保険料年間保険料年間保険料年間保険料 10,00010,00010,00010,000 円円円円 

① 旧制度のみで控除適用：60,000 円÷4＋17,500 円＝32,500 円 

② 新制度と旧制度を合算適用 

60,000 円÷4＋17,500 円＝32,500 円・・・Ａ 10,000 円（保険料全額）・・・Ｂ 

Ａ+Ｂ＝42,500 円（ただし上限 28,000 円）→28,000 円 

旧制度のみと合算との控除額差：28,000 円－32,500 円＝－4,500 円 

このように、旧制度と新制度を合算して控除を申請した場合、従前額よりも減少してしまう事があり

ます。 

そのボーダーラインは旧制度旧制度旧制度旧制度のののの年間保険料年間保険料年間保険料年間保険料 42,00042,00042,00042,000 円円円円です。 

42,000 円という事は、上記（左表）（従前の計算式）より控除額が 28,000 円となるラインになります。

つまり、旧制度の控除額が 28,000 円以上になるのならそのまま旧制度として適用、28,000 円未満で

あれば旧制度と新制度を合算して適用する選択が良い事になります。    


